
お茶の水女子大学・基幹研究院・准教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１２６１１

基盤研究(C)（一般）

2017～2012

生活者重視のＣＳＲ実現に向けて―ステイクホルダーとしての生活者と市民社会―

CSR for community and civil society

９０２９８４１４研究者番号：

斎藤　悦子（SAITO, ETSUKO）

研究期間：

２４５００８９４

平成 年 月 日現在３０   ６ １３

円     3,700,000

研究成果の概要（和文）：CSRには様々な側面があるが、本研究では人権、雇用に焦点を合わせた。人権や雇用
状況を検討するにあたり、ワーク・ライフ・バランスに着目し調査を実施した。調査場所は、国内で常勤で働く
妻のいる共働き世帯が最も多い福井県とし、福井県内の常勤共働き夫妻へ生活時間調査とインタビュー調査を行
った。その結果、妻のワーク・ライフ・バランスは良好な状態でないことが明らかとなった。妻が常勤で働くこ
とのできる理由として、3世代同居があげられるが、3世代同居であると妻のワーク・ライフ・バランスは悪化す
ることが判明した。妻の収入労働時間と家事労働時間を合わせた全労働時間は夫よりも長く、国内平均を上回っ
た。

研究成果の概要（英文）：There are various aspects of CSR.In this research,we focused on human rights
 and employment conditions.In considering human rights and employment situation, we conducted a 
survey focusing on work-life balance. The survey was conducted in Fukui Prefecture, which has the 
largest number of dual-income households with a wife working full time in Japan.We conducted 
time-use survey and interview survey for full-time couple working in Fukui. As a result, it turned 
out that wife's work / life balance was not in good condition.The wife's work /life balance  of 
three generations household is worse.Wife's total working hours combined with paid work and domestic
 work hours were longer than her husband's, it exceeded the national average.  

研究分野：生活経営学

キーワード： CSR　生活者　ワーク・ライフ・バランス
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
本研究は、ワーク・ライフ・バランスやディ

ーセントワークの実現を企業の社会的責任
（CSR）の観点から、生活経営学的アプロー
チによって解明することを目的としている。
生活経営学的アプローチとは、消費者、雇用
者、地域住民といった様々な側面を持つ生活
者が、企業とどのような関係性を持ち、企業
のステイクホルダーとして社会でいかなる役
割を果たすかを考察することである。過去 3
年にわたり、国内 A 市のワーク・ライフ・バ
ランス施策とその実現のために設置された行
政主導の市民委員会（ワーク・ライフ・バラン
ス推進委員会）を事例として観察を続けてき
た。2012 年度においては、当該委員会委員へ
の聞き取り調査を実施し、A 市におけるワー
ク・ライフ・バランス施策の効果と市民、企業
の関係性について検討した。結果は「1.A 市に
おいては、行政による施策はそれほど大きな
効果をあげたとはいえない。2.行政と企業と
の連携が成功したとはいえない。3.一方、行政
主導の市民委員会の委員同士の結びつきは委
員会解散後も継続している」の 3 点にまとめ
られる。 
 ワーク・ライフ・バランスの実現は、企業の
理解が進まなければ難しい。A 市では行政が
ワーク・ライフ・バランス推進のために企業
と連携して、事業を企画した。事業は事業と
して終了し、継続性がなかったことが問題で
あったと思われる。企業が CSR としてワー
ク・ライフ・バランスを捉えられていないこ
とがその背景にあると考えられる。しかし、
CSR と認識せず、ワーク・ライフ・バランス
に取り組んでいる企業もある。A 市の調査結
果から 1.CSR の認識なく、ワーク・ライフ・
バランスを達成できている企業を再分析する。
2.A 市における人々の実態を生活時間から探
る。以上の 2 点が提起された。 
 そこで、A 市調査の不足点を補い、日本に
おいて CSR がどのように市民社会と関わる
ことができるのかを追求すること、具体的に
は、A 市の代表企業の従業員の生活時間調査
を実施し、ワーク・ライフ・バランスの実態を
企業別に把握することを検討したいと考えた。
より大きな視点としては、日本における CSR
の展開の方向性をワーク・ライフ・バランス
やジェンダーの視点で考察し、企業における
女性活用に関する国際的な認定である国連の
WEPS （ Womens  Empowerment 
Principles)署名企業と非署名企業の比較によ
って、企業活動におけるジェンダー視点がど
のように企業業績や従業員の生活に影響を与
えているのかを解明することが、研究開始当
初の問題関心・背景としてあった。 
 
２．研究の目的 
以上の研究背景に基づき、本研究は従業員

のワーク・ライフ・バランスやディーセント
ワークの実現を企業の社会的責任の観点から
生活経営学的アプローチによって解明するこ

とを目的としている。生活経営学的アプロー
チとは、企業のステイクホルダーである生活
者が、企業とどのような関係性の中で生活を
営んでいるのかを、家庭を中心とした再生産
領域から探ることである。 

 
３．研究の方法 

2013 年～2014 年度は、国連と内閣府が推
進している企業における女性の活躍のための
ガ イ ド ラ イ ン （ WEPs  Women's 
Empowerment Principles 女性のエンパワー
メント原則)に署名をしている企業をとりあ
げ、それらの企業の CSR 報告書分析を実施し
た。 
さらに、2015 年度～2017 年は日本の CSR の

中で取り組みが不十分な人権・労働条件の側
面を対象とし、ステイクホルダーとしての「生
活者」に注目し、企業と「生活者」の在り方を
ワーク・ライフ・バランスによって解明しよ
うと考えた。ワーク・ライフ・バランスを取り
あげることから、国内で最も共働き率の高い
福井県を調査対象地域として選定し、福井県
の常勤共働き夫妻への生活時間調査と家事労
働の社会化に関する調査を実施した。 
 
４．研究成果 
日本において WEPs （女性のエンパワーメ

ント原則）に署名をしている企業をとりあげ、
それらの企業の CSR 報告書分析を行った。そ
の結果、WEPs 署名企業の CSR 報告書には、
非署名企業より男女平等への配慮やワーク・
ライフ・バランス施策が多く記述されていた。 
さらに、WEPs 署名企業 1 社について、CSR

報告書、WEB 情報をもとに企業倫理のジェン
ダリング分析を行い、再生産領域への配慮と
ケアの倫理という概念を見出した。 
企業の再生産領域への配慮やケアの倫理は、

企業のダイバーシティのあり方や組織のイン
クルージョンの取り組みの程度を決定するこ
とになる。日本政府も企業内での女性の活躍
を推進するための方策に取り掛かり始めてお
り、男女がワーク・ライフ・バランスを果たし
ながら、生活するために、これまで企業で問
題とされてこなかったこれらの概念の検討は
重要であることを提起した（「WEPｓ（女性の
エンパワーメント原則）署名企業のジェンダ
ー平等に向けた取り組み―企業倫理のジェン
ダリング試論―」『経営倫理学会誌』2014 年）。 
日本企業の多くは、ステイクホルダーとし

ての消費者に焦点を当てて、ステイクホルダ
ーエンゲージメント活動を実践している。消
費者は、生活者の一側面にすぎないが、2014
年度は ISO26000 の消費者課題への企業の取
り組み方を分析した。さらに、CSR と雇用の
関係性について、最低賃金制度、非正規雇用
のあり方、ブラック企業問題から考察した。
ISO26000 において、雇用を含めた人権問題
も規格内容に含まれるが、この点については
企業側も生活者側も取り組み方が不足してい
る。これらの成果は 2015 年 4 月に出版した



『ジェンダーで学ぶ生活経済論』（伊藤純、斎
藤悦子編著）の第 3 章「労働環境の現状と企
業の社会的責任」で論じている。 

 
雇用者のワーク・ライフ・バランスを明ら

かにするために、国内で最も共働き率の高い
福井県で実施した常勤共働き夫妻への生活時
間調査では、福井県の特徴である 3 世代同居
世帯の妻が、夫婦の家事労働時間のジェンダ
ー格差が大きく、ワーク・ライフ・バランスが
果たされていないことが判明した。一般的に
は、3 世代同居世帯の妻は、同居親の助けによ
り、家事労働時間は少ないと考えられてきた

が、本調査では逆の結果となった。家事労働
の社会化について、家電の利用と家事援助サ
ービスの利用を検討した。家電利用率につい
ては、福井県は全国平均よりもかなり高いこ
とがわかっているが、本調査結果は全国的な
調査以上の家電利用率を示した。しかし、家
電利用の進展具合に関しても、3 世代同居世
帯の反応は鈍い。家事援助サービスは、民間
のサービス利用ではなく、多くが近親者に金
銭を支払って援助を受けていた。単なる助け
合いでなく、金銭を媒介とした助け合いが見
られることは大変興味深い結果となった（「福
井県共働き夫妻の家事労働の社会化と生活時
間」『社会政策』2018 年）。 
本調査では、調査対象者の生活が企業のど

のような施策と結び付けられているのかを探
りたいと考えたが、肝心の勤め先情報に関し
ては十分なデータを得ることができなかった。
したがって、当初予定した企業の CSR におけ
る施策が生活者にいかなる影響を与えるのか
に関しては検討を十分に行えなかった。しか
しながら、当該の地域社会における生活支援
の方法やワーク・ライフ・バランス推進策に
ついては、いくつかの提案が可能となったと
考える。 
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